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（遵守費用）

規制の事後評価書（要旨）

法律又は政令の名称 建築基準法の一部を改正する法律（平成２６年法律第５４号）

規制の名称
（１）木造建築物に係る制限の合理化（第２１条、第２７条）
（２） 構造計算適合性判定制度の見直し（第５条の４、第５条の５、第６条から第６条の３まで、第１８条、第１８条の２、第７７条の１７の２、第７７条の３５の２から第７７条の３５の２１まで、第７７条の６６）
（３）仮使用承認制度における民間活用（第７条の６）
（４）国土交通大臣の新たな認定制度の創設（第３８条）
（５）容積率制限の合理化（第５２条）
（６）定期調査・検査報告制度の強化（第１２条から第１２条の３まで）
（７）国の調査権限の創設（第１５条の２）
（８）特定行政庁の調査権限の見直し（第１２条第５項から第７項まで）
（９）移転の際の建築基準法令の適用の見直し（第３条、第８６条の７）

規制の区分 緩和・新設

住宅局建築指導課・市街地建築課

評価実施時期

費用、効果（便益）及び間接的な影
響の把握

（１）建築主において建築コストが減少したと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。なお、当該規制の導入による建築コストの減少については、建築物の規模や用途等の多数の要素が複合的に影響するため、遵守費用の把握は困難である。
（２）
（ⅰ）十分な能力を有する者が、構造計算適合性判定の対象となっている構造計算のうち、比較的簡易なものを行う建築物の構造計算の確認審査（以下、「ルート２主事審査」という。）を行うことが可能となり、当該審査を受けることにより構造計算適合性判定の審査の対象外と
なった建築物の建築主における建築コストが減少したと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。ルート２主事審査の申請に要する費用と、当該審査を受けることにより不要となった構造計算適合性判定の申請に要する費用及び従来の建築確認の申請に要する費用の差額
は、建築物1棟あたり約22,000円※１と推定され、ルート２主事審査の件数は1年間で約5,340件※２と推定される。従って、当該規制の緩和による建築コストの減少は、令和２年３月末までの５年間で、約587,400,000円（22,000円×5,340件×５年）と推計される。
　　※１　152,000円（業界最大手機関における通常の確認審査に係る手数料）＋156,000円（業界最大手機関における構造計算適合性判定に係る手数料）－286,000 円（業界最大手機関におけるルート２主事審査に係る手数料）　なお、各審査等の手数料については、建築物等の規模、建設地等に応じ、各指定確認検査機関及び指定構造
計算適合性判定機関等が定める手数料規程等によって異なるため、当該建築物が床面積500㎡超1000㎡以下の建築物（ルート２主事審査を受ける建築物の大部分が当該規模の建築物）であると仮定した上で、各審査等の最大手機関の手数料をもとに推計している。

　　※２　約445件（１月あたりの件数（平成30年12月調査分））×12ヶ月

(ⅱ)建築主において建築コストが減少したと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。当該規制の緩和により、構造計算適合性判定と建築確認を同時に申請することが可能となったため、これらの手続きに要する審査日数が、建築物１棟あたり約15.3日（令和元年６月調査分
の構造計算適合性判定の平均審査日数）短縮されている。なお、審査日数の短縮を遵守費用に換算することは困難であるため、当該規制の緩和による建築確認等に係る建築コストの減少について、遵守費用の定量的な把握は困難である。
（ⅲ）建築主において建築コストが減少したと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。なお、エキスパンションジョイント等で接している建築物の部分それぞれについて、異なる種別の構造計算がどの程度行われているかの実態に関する既存の統計・調査はないことから、遵
守費用の定量的な把握は困難である。
（ⅳ）新たに構造計算適合性判定の対象となる建築物の建築主において構造計算適合性判定の申請に要する費用及びそれに伴う建築コストが発生しているが、事前評価時の想定と乖離はない。なお、各種費用の増加については、建築物の規模や用途等の多数の要素が複合
的に影響するため、遵守費用の把握は困難である。
（ⅴ）構造計算適合性判定員になろうとする者において検定の受験・登録に要する費用が発生しているが、事前評価時の想定と乖離はない。検定の受験に要する費用は1人あたり34000円、登録に要する費用は1人あたり22,000円であり、令和２年３月31日時点で当該規制によ
り、85,270,000円（34,000円×（748＋592）人＋22,000円×1,805人）の遵守費用が生じた。なお、登録者数は、当該規制前に構造計算適合性判定を行っていた構造計算適合性判定員を構造計算適合判定資格者に登録した数も含むことから、年間平均で遵守費用を算出すること
は困難である。
（３）当該規制緩和による遵守費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。
（４）当該規制緩和による遵守費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。
（５）当該規制緩和による遵守費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。
（６）（ⅰ）～（ⅲ）定期調査・検査報告の義務付け対象となる者において調査・検査及び報告への対応に要する費用が発生しているとともに、建築物調査員等となろうとする者において資格者証の交付を受けるために必要な費用が発生しているが、事前評価時の想定と乖離はな
い。建築物調査員等となろうとする者において資格者証の交付を受けるために必要な費用として、防火設備検査員講習について、学科の受講に要する費用は１人あたり30,000円、実技の受講に要する費用は１人あたり25,000円であり、令和２年３月31日時点で当該規制により、
368,765,000円（30,000（円）×8,223（人）＋25,000（円）×4,883（人））の遵守費用が生じた。なお、定期調査・検査報告の義務付け対象となる者において調査・検査及び報告への対応に要する費用の増加については、建築物等の規模や用途、市場環境等の多数の要素が複合的
に影響するため、遵守費用の把握は困難である。
（７）事故関係者において報告徴収・立入検査等への対応に要する費用が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、費用の増加については報告徴収・立入検査の内容や規模等の多数の要素が複合的に影響するため、遵守費用の把握は困難である。
（８）
（ⅰ）物件提出を求められる関係者において物件提出の求めへの対応に要する費用が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、費用の増加については、物件提出の対象や規模等の多数の要素が複合的に影響するため、遵守費用の把握は困難である。
（ⅱ）建築材料等の製造をする者や建築物の調査等を行う者において報告徴収・立入検査等への対応に要する費用が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、費用の増加については報告徴収・立入検査の内容や規模等の多数の要素が複合的に影響するため、
遵守費用の把握は困難である。
（９）建築主において移転を行う際に現行基準に適合させるための費用が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、費用の増加については移転の対象となる建築物の規模や用途等の多数の要素が複合的に影響するため、遵守費用の把握は困難である。

事前評価時の想定との比較 （１）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。社会経済状況の変化や、木造建築物に係る新技術の開発に対応し、木材の利用を促進する上で、より自由度の高い規制に改める必要があるとの課題を解決す
るという当該規制の緩和の必要性は、引き続き認められる。
（２）
（ⅰ）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。確認主体の審査能力に応じ、確認審査の効率化の観点から、一定の場合には構造計算適合性判定を不要とする必要があるとの課題を解決するという当該規
制の緩和の必要性は、引き続き認められる。
（ⅱ）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。建築主が構造計算適合性判定の審査者や申請時期を選択できることとすることにより、確認審査の質を確保しつつ、審査の効率性を高める必要があるとの課
題を解決するという当該規制の緩和の必要性は、引き続き認められる。
（ⅲ）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。本来であれば構造計算適合性判定が不要な建築物の部分にまで構造計算適合性判定を行わせるのは、過大な負担となるため、個別の建築物の構造に応じた
対応を可能とする必要があるとの課題を解決するという当該規制の緩和の必要性は、引き続き認められる。
（ⅳ）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。平成２４年の建築基準法施行令第１３７条の２の改正により、増改築の緩和措置を講じたことに伴い、構造計算適合性判定の対象となる大規模な増改築も可能
となったため、安全性を確保するために規制を強化する必要があるとの課題を解決するという当該規制の創設の必要性は、引き続き認められる。
（ⅴ）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。平成１９年以降の構造計算適合性判定の運用により、確実に実務経験者が育ってきているため、構造計算適合性判定資格者についても、確認検査員と同様に
実務経験者がある者しか受験資格を有さない厳密な検定制度を創設する必要があるとの課題を解決するという当該規制の創設の必要性は、引き続き認められる。
（３）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。仮使用審査が円滑に行われるようにするため、裁量性のある判断を要しない一定の基準を満たす場合については、指定確認検査機関が仮使用の検査を行うこ
とができるよう措置する必要があるとの課題を解決するという当該規制の緩和の必要性は、引き続き認められる。
（４）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。新たに開発された建築技術をタイムリーに導入できる制度を創設する必要があるとの課題を解決するという当該規制の緩和の必要性は、引き続き認められる。
（５）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。高齢者等の良質な住まいの確保やバリアフリー化の促進に資するよう、公共施設に対する負荷が過度にならない範囲で、容積率制限の合理化を図る必要があ
るとの課題を解決するという当該規制の緩和の必要性は、引き続き認められる。
（６）
（ⅰ）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。防火設備が火災時に確実に作動するよう適切に維持保全がなされるためには、昇降機や昇降機以外の建築設備と同様に、専門技術を有する者による調査が
必要となっているとの課題を解決するという当該規制の創設の必要性は、引き続き認められる。
（ⅱ）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。特に在館者の安全性に配慮すべき建築物等について、特定行政庁の事情に関わらず、定期報告の対象とする必要があるとの課題を解決するという当該規制
の創設の必要性は、引き続き認められる。
（ⅲ）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。建築物が適切に維持管理されない場合には重大な事故を招くおそれがあるため、不正な手段により資格を取得した者や、調査・検査の業務を不正に行った者
等に対し、法律に則り厳正に対処する仕組みが不可欠となっているとの課題を解決するという当該規制の創設の必要性は、引き続き認められる。
（７）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。国が自ら必要な調査を実施できるよう、報告徴収、立入検査等の権限を創設する必要があるとの課題を解決するという当該規制の創設の必要性は、引き続き認
められる。
（８）
（ⅰ）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。特定行政庁が物件提出を求めることができる権限を創設することにより、より確実かつ迅速な関連図面等の入手を可能とし、早期に違反是正を図っていくことが
必要であるとの課題を解決するという当該規制の創設の必要性は、引き続き認められる。
（ⅱ）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。特定行政庁による報告徴収、立入検査等の対象に製造者や調査者を加え、製造物の出荷帳簿や調査を行った建築物のリストなどの報告や検査をできることと
し、より確実かつ迅速な違反建築物の把握を可能とする必要があるとの課題を解決するという当該規制の創設の必要性は、引き続き認められる。
（９）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。技術の向上により、大規模な建築物についても移転が可能となってきたことから、一定の場合には、建築物の移転を制限する必要があるとの課題を解決すると
いう当該規制の創設の必要性は、引き続き認められる。



(行政費用）

（効果）

（便益（金銭価値化））

（１）当該規制の導入による行政費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。
（２）
（ⅰ）都道府県の構造計算適合性判定業務において審査コストが減少しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、審査コストの減少後も既存の体制で業務を実施しているため、行政費用を定量的に把握することは困難である。
（ⅱ）当該規制緩和による行政費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。
（ⅲ）都道府県の構造計算適合性判定業務において審査コストが減少しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、審査コストの減少後も既存の体制で業務を実施しているため、行政費用を定量的に把握することは困難である。
（ⅳ）都道府県の構造計算適合性判定業務において新たに構造計算適合性判定の対象となる建築物の審査コストが発生しているが、増加した事務は既存の体制で実施しており発生した行政費用は軽微であったと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。
（ⅴ）国において構造計算適合性判定資格者検定の実施、指定構造計算適合性判定資格者検定機関の指定又は構造計算適合性判定員の登録若しくは監督に対応する費用が発生しているが、増加した事務は既存の体制で実施しており発生した行政費用は軽微であったと考
えられ、事前評価時の想定と乖離はない。
（３）当該規制緩和による行政費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。
（４）当該規制緩和による行政費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。
（５）当該規制緩和による行政費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。
（６）（ⅰ）～（ⅲ）国において建築物調査員等となろうとする者に係る資格者証の交付及び交付を受けた者の監督に要する費用が発生しているとともに、特定行政庁において定期調査・検査報告の義務付け対象となる者から報告を受けるために要する費用が発生しているが、国
及び特定行政庁において増加した事務は既存の体制で実施しており発生した行政費用は軽微であったと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。
（７）国において報告徴収・立入検査等の実施に要する費用が発生しているが、増加した事務は既存の体制で実施しており発生した行政費用は軽微であったと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。
（８）
（ⅰ）特定行政庁において物件の提出を求めることに係わる費用が発生しているが、増加した事務は既存の体制で実施しており発生した行政費用は軽微であったと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。
（ⅱ）特定行政庁において報告徴収・立入検査等の実施に要する費用が発生しているが、増加した事務は既存の体制で実施しており発生した行政費用は軽微であったと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。
（９）特定行政庁等の確認検査業務において審査内容の増加に伴い審査コストが増加しているが、増加した事務は既存の体制で実施しており発生した行政費用は軽微であったと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。

（１）経済活性化に資する建築物における木材利用の促進や設計の自由化の促進が実現するという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、実際に当該規制緩和により新たに建築可能となった建築物が建築されるかどうかについては、経済動向等の多数
の要素が複合的に影響するため、当該規制緩和の効果として具体的にどの程度経済活性化に資する建築物における木材利用の促進や設計の自由化の促進が実現したのかを定量的に把握することは困難である。
（２）
（ⅰ）～（ⅲ）建築関連手続きの合理化が実現し、建築投資の活性化が図られるという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、構造計算適合性判定制度の見直しによりどの程度建築関連手続きの合理化が実現したかについては、個々の建築物の状況等に
よって合理化の程度が異なるため、定量的に把握することは困難である。
（ⅳ）既存不適格建築物の増築等における建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、建築物の安全性は当該規制の導入のみで確保されるものではなく、法における当該規制以外の規制の内容その他の多
数の要素が複合的に影響するため、当該規制導入の効果として具体的にどの程度建築物の安全性が確保されたかを定量的に把握することは困難である。
（ⅴ）構造計算適合性判定制度の実効性が確保され、建築物の安全性の一層の確保が可能になったという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、構造計算適合性判定制度の実効性は当該規制の導入のみで確保されるものではなく、構造計算適合性判
定制度におけるそれぞれの手続き等が相互に連関することで確保されるものであるため、当該規制導入の効果として具体的にどの程度構造計算適合性判定制度の実効性が確保されたかを定量的に把握することは困難である。
（３）建築関連手続きの合理化が実現し、建築物を活用した経済活動の活性化が促進されるという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、実際に指定確認検査機関が仮使用認定を行うことによりどの程度建築関連手続きの合理化が実現したかについて
は、個々の建築物の状況等によって合理化の程度が異なるため、定量的に把握することは困難である。
（４）設計の自由化の促進が実現し、新たな技術開発が促進されるという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、実際に当該規制緩和により新たに建築可能となった建築物が建築されるかどうかについては、経済動向等の多数の要素が複合的に影響する
ため、当該規制緩和の効果として具体的にどの程度設計の自由化の促進が実現したのかを定量的に把握することは困難である。
（５）老人ホーム等やエレベーターに係る容積率制限の特例については、当該緩和が建築確認申請において審査される建築基準関係規定の一部を構成するものであって当該緩和のみを許可等するものではないため、適用実績を網羅的に把握することは困難であるが、当該緩
和の活用事例が見受けられることから、高齢者等の良質な住まいの確保やバリアフリー化の促進が図られるという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。
　なお、適用実績の定量的把握は困難であることから、効果の定量的把握も困難である。
（６）（ⅰ）～（ⅲ）建築物や防火設備、昇降機等の維持管理の徹底や、定期調査資格者等に対する監督の強化による建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、建築物の安全性は当該規制の導入のみで確
保されるものではなく、建築物の利用方法その他の多数の要素が複合的に影響するため、当該規制導入の効果として具体的にどの程度建築物の安全性が確保されたかを定量的に把握することは困難である。
（７）建築物の事故や違反の実態等の確実・迅速な把握が法令を根拠に実施できるようになり、実効性が担保できるようになるため、建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、建築物の安全性は当該規制
の導入のみで確保されるものではなく、法における当該規制以外の規制の内容その他の多数の要素が複合的に影響するため、当該規制導入の効果として具体的にどの程度建築物の安全性が確保されたかを定量的に把握することは困難である。
（８）
（ⅰ）特定行政庁が建築物の実態を確実・迅速に把握することにより、建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、建築物の安全性は当該規制の導入のみで確保されるものではなく、法における当該規制以
外の規制の内容その他の多数の要素が複合的に影響するため、当該規制導入の効果として具体的にどの程度建築物の安全性が確保されたかを定量的に把握することは困難である。
（ⅱ）建築物の事故や違反の実態等の確実・迅速な把握が法を根拠に実施できるようになり、実効性が担保できるようになるため、建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、建築物の安全性は当該規制の
導入のみで確保されるものではなく、法における当該規制以外の規制の内容その他の多数の要素が複合的に影響するため、当該規制導入の効果として具体的にどの程度建築物の安全性が確保されたかを定量的に把握することは困難である。
（９）建築物の移転時における安全性の一層の確保が可能となったという効果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、建築物の安全性は当該規制の導入のみで確保されるものではなく、法における当該規制以外の規制の内容その他の多数の要素が複合的に
影響するため、当該規制導入の効果として具体的にどの程度建築物の移転時における安全性が確保されたかを定量的に把握することは困難である。

（１）上記のとおり当該規制の緩和の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（２）
（ⅰ）上記のとおり当該規制の緩和の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（ⅱ）上記のとおり当該規制の緩和の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（ⅲ）上記のとおり当該規制の緩和の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（ⅳ）上記のとおり当該規制の新設の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（ⅴ）上記のとおり当該規制の新設の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（３）上記のとおり当該規制の緩和の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（４）上記のとおり当該規制の緩和の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（５）上記のとおり当該規制の緩和の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（６）
（ⅰ）上記のとおり当該規制の新設の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（ⅱ）上記のとおり当該規制の新設の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（ⅲ）上記のとおり当該規制の新設の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（７）上記のとおり当該規制の新設の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（８）
（ⅰ）上記のとおり当該規制の新設の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（ⅱ）上記のとおり当該規制の新設の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（９）上記のとおり当該規制の新設の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。



（副次的な影響及び波
及的な影響）

（１）当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（２）
（ⅰ）当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（ⅱ）当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（ⅲ）当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（ⅳ）当該規制の新設による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（ⅴ）当該規制の新設による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（３）当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（４）当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（５）当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（６）
（ⅰ）当該規制の新設による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（ⅱ）当該規制の新設による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（ⅲ）当該規制の新設による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（７）当該規制の新設による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（８）
（ⅰ）当該規制の新設による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（ⅱ）当該規制の新設による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（９）当該規制の新設による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。

考察 （１）当該規制の緩和に係る費用として建築主において建築コストという遵守費用が減少しており、行政費用は発生していない。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。さらに、当該規制の緩和に伴い、経済活性化に資する建築物における木材利用の
促進や設計の自由化の促進が実現するという効果が発生している。そのため当該規制の緩和は、引き続き、継続することが妥当である。
（２）
（ⅰ）当該規制の緩和に係る遵守費用として、建築主において建築コストが、当該規制の緩和に係る行政費用として、都道府県の構造計算適合性判定業務において審査コストがそれぞれ減少している。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。さらに、
当該規制の緩和に伴い、建築関連手続きの合理化が実現し、建築投資の活性化が図られるという効果が発生している。そのため、当該規制の緩和は、引き続き、継続することが妥当である。
（ⅱ）当該規制の緩和に係る費用として、建築主において建築コストという遵守費用が減少しており、行政費用は発生していない。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。さらに、当該規制の緩和に伴い、建築関連手続きの合理化が実現し、建築投資
の活性化が図られるという効果が発生している。そのため、当該規制の緩和は、引き続き、継続することが妥当である。
（ⅲ）当該規制の緩和に係る遵守費用として、建築主において建築コストが、当該規制の緩和に係る行政費用として、都道府県の構造計算適合性判定業務において審査コストがそれぞれ減少している。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。さらに、
当該規制の緩和に伴い、建築関連手続きの合理化が実現し、建築投資の活性化が図られるという効果が発生している。そのため、当該規制の緩和は、引き続き、継続することが妥当である。
（ⅳ）当該規制の新設に係る遵守費用として、新たに構造計算適合性判定の対象となる建築物の建築主において構造計算適合性判定の申請に要する費用及びそれに伴う建築コストが、当該規制の新設に係る行政費用として、都道府県の構造計算適合性判定業務において新
たに構造計算適合性判定の対象となる建築物の審査コストがそれぞれ発生しているが、このうち行政費用については軽微であったと考えられる。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の新設に伴い、既存不適格建築物の増築等に
おける建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果が発生している。費用と効果を比較すると、建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果に対して、当該規制の新設に伴う遵守費用及び行政費用の増加は社会的に受忍できる範囲に収まっており、今
後も同様の効果が発生すると考えられることから、当該規制の新設は、引き続き、継続することが妥当である。
（ⅴ）当該規制の新設に係る遵守費用として、構造計算適合性判定員になろうとする者において検定の受験・登録に要する費用（85,270,000円）が、当該規制の新設に係る行政費用として、国において構造計算適合性判定資格者検定の実施、指定構造計算適合性判定資格者検
定機関の指定又は構造計算適合性判定員の登録若しくは監督に対応する費用がそれぞれ発生しているが、このうち行政費用については軽微であったと考えられる。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の新設に伴い、構造計算適
合性判定制度の実効性が確保され、建築物の安全性の一層の確保が可能になったという効果が発生している。費用と効果を比較すると、構造計算適合性判定制度の実効性が確保されるという効果に対して、当該規制の新設に伴う遵守費用及び行政費用の増加は社会的に受
忍できる範囲に収まっており、今後も同様の効果が発生すると考えられることから、当該規制の新設は、引き続き、継続することが妥当である。
（３）当該規制の緩和に係る遵守費用及び行政費用は発生しておらず、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の新設に伴い、建築関連手続きの合理化が実現し、建築物を活用した経済活動の活性化が促進されるという効果が発生してい
る。
そのため当該規制の緩和は、引き続き、継続することが妥当である。
（４）当該規制の緩和に係る遵守費用及び行政費用は発生しておらず、副次的な影響及び波及的な影響も特段見受けられなかった。一方、当該規制の緩和に伴い、設計の自由化の促進が実現し、新たな技術開発が促進されるという効果が発生している。そのため当該規制緩
和は、引き続き、継続することが妥当である。
（５）老人ホーム等やエレベーターに係る容積率制限の特例については、当該緩和が建築確認申請において審査される建築基準関係規定の一部を構成するものであって当該緩和のみを許可等するものではないため、適用実績を網羅的に把握することは困難である。当該規制
の緩和に係る費用として周辺市街地環境への影響という社会的費用が発生しているが、老人ホーム等に係るものについては公共インフラへの負荷に支障がない限度で認められるものであり、また、エレベーターに係るものについてもエレベーターの建築物に占める割合は僅少
であることから、当該費用は非常に軽微であると考えられ、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の活用事例が見受けられることから、高齢者等の良質な住まいの確保やバリアフリー化の促進が図られるという効果が発生している。費用
と効果を比較すると効果が費用を上回るものであり、当該規制の緩和は、引き続き、継続することが妥当である。

（６）（ⅰ）～（ⅲ）
当該規制の新設に係る遵守費用として、定期調査・検査報告の義務付け対象となる者において調査・検査及び報告への対応に要する費用が発生しているとともに、建築物調査員等となろうとする者において資格者証の交付を受けるために必要な費用が発生している。加えて、
当該規制の新設に係る行政費用として、国において建築物調査員等となろうとする者に係る資格者証の交付及び交付を受けた者の監督に要する費用が発生しているとともに、特定行政庁において定期調査・検査報告の義務付け対象となる者から、報告を受けるために要する
費用が発生しているが、軽微であると考えられる。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の新設に伴い、建築物や防火設備、昇降機等の維持管理の徹底や、定期調査資格者等に対する監督の強化により、建築物の安全性の一層
の確保が可能となったという効果が発生している。費用と効果を比較すると、建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果に対して、当該規制の新設に伴う遵守費用及び行政費用の増加は社会的に受忍できる範囲に収まっており、今後も同様の効果が発生すると
考えられることから、当該規制の新設は、引き続き、継続することが妥当である。
（７）当該規制の新設に係る遵守費用として、事故関係者において報告徴収・立入検査等への対応に要する費用が、当該規制の新設に係る行政費用として、国において報告徴収・立入検査等の実施に要する費用がそれぞれ発生しており、このうち行政費用については軽微であ
ると考えられる。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の新設に伴い、建築物の事故や違反の実態等を確実・迅速な把握が法令を根拠に実施できるようになり、実効性が担保できるようになるため、建築物の安全性の一層の確保が
可能となったという効果が発生している。費用と効果を比較すると、建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果に対して、当該規制の新設に伴う遵守費用及び行政費用の増加は社会的に受忍できる範囲に収まっており、今後も同様の効果が発生すると考えられる
ことから、当該規制の新設は、引き続き、継続することが妥当である。
（８）
（ⅰ）当該規制の新設に係る遵守費用として、物件提出を求められる関係者において物件提出の求めへの対応に要する費用が、当該規制の新設に係る行政費用として、特定行政庁において物件の提出を求めることに係わる費用がそれぞれ発生しており、このうち行政費用に
ついては軽微であると考えられる。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の新設に伴い、特定行政庁が建築物の実態を確実・迅速に把握することにより、建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果が発生している。費
用と効果を比較すると、建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果に対して、当該規制の新設に伴う遵守費用及び行政費用の増加は社会的に受忍できる範囲に収まっており、今後も同様の効果が発生すると考えられることから、当該規制の新設は、引き続き、継
続することが妥当である。
（ⅱ）当該規制の新設に係る遵守費用として、建築材料等の製造をする者や建築物の調査等を行う者において報告徴収・立入検査等への対応に要する費用が、当該規制の新設に係る行政費用として、特定行政庁において報告徴収・立入検査等の実施に要する費用がそれぞ
れ発生しており、このうち行政費用については軽微であると考えられる。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の新設に伴い、建築物の事故や違反の実態等を確実・迅速な把握が法を根拠に実施できるようになり、実効性が担保で
きるようになるため、建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果が発生している。費用と効果を比較すると、建築物の安全性の一層の確保が可能となったという効果に対して、当該規制の新設に伴う遵守費用及び行政費用の増加は社会的に受忍できる範囲に収
まっており、今後も同様の効果が発生すると考えられることから、当該規制の新設は、引き続き、継続することが妥当である。
（９）当該規制の新設に係る遵守費用として、建築主において移転を行う際に現行基準に適合させるための費用が、当該規制の新設に係る行政費用として、特定行政庁等の確認検査業務において審査内容の増加に伴う審査コストがそれぞれ発生しており、このうち行政費用に
ついては軽微であると考えられる。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の新設に伴い建築物の移転時における安全性の一層の確保が可能となったという効果が発生している。費用と効果を比較すると、建築物の安全性の一層の
確保が可能となったという効果に対して、当該規制の新設に伴う遵守費用及び行政費用の増加は社会的に受忍できる範囲に収まっており、今後も同様の効果が発生すると考えられることから、当該規制の新設は、引き続き、継続することが妥当である。
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